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４月２３日（水）  新潟県上越市 

セルフチェックによる業務改善について 

 

４月２４日（木）  新潟県柏崎市 

デジタル予算書について 

 

４月２５日（金）  新潟県長岡市 

農業 DX・スマートアグリについて 



 

 

 

１．上越市について                                         

◆市 勢 

１）人 口   179,384 人  （令和 7 年４月１日現在） 

２）世帯数  77,650 世帯 （令和 7 年４月１日現在） 

３）面 積   ９７３．８９ ㎢ 

 

２．セルフチェックによる業務改善について                              

（１）上越市の行政改革の背景 

  平成１７年１月１日 １４市町（全国最多）が合併し、現在の上越市が誕生。 

合併後１０年が経過する平成 27 年度以降は、それまで適用されていた普通交付税等の 

特例措置が段階的に縮小し、令和 2 年度で約 80 億円/年 の一般財源が減額となる。 

    

  普通交付税の一本算定に向けた歳出削減が必要 

  

  事務事業の見直しを実施（計３回） 

  〇第４次行政改革推進計画（計画期間：H２２～２５）    事務事業の総ざらい 

  〇第５次行政改革推進計画（   〃  ：H２６～３０）    事務事業の総点検 

  〇第６次行政改革推進計画（   〃   ：R１～R4）      事務事業評価 

 

  一定の効果は見られたが、 

  ●同じ目線で見直しを繰り返しているため、回を重ねるごとに効果額が逓減 

  ●各所属における自発的な見直しが進みづらい 

新潟県上越市  総務部 行政イノベーション課 

セルフチェックによる業務改善について
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（２）「セルフチェック」の実施 

 令和５年度より「セルフチェック」を導入 

 

 

①「セルフチェック」を推進するために：意識の醸成 

   ほぼ全ての係長に対し、１回につき１０名を参集。５名ずつのグループに分かれ、行政改革 

推進係の職員が１名ずつ入り主旨説明と意見交換を実施。 

   対象は８０課等以上、約２００名。実施方法に関する意見があれば適宜反映。 

 

②業務改善事例を庁内広報で横展開 

  元々、業務の効率化に繋がる通知（例：ショートカットキー講座、LoGo チャットの機能紹介） 

 を週１回、全庁に発出していた。「セルフチェック」により実際に各課で行った取組やプロセスに

ついて、そのなかで周知。 
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③「セルフチェック」による改善事例 

 後期高齢者医療保険料における、督促状事前通知の発送を令和６年度より廃止。  

  改善前の課題 

  ●システムから一人分ずつ印刷が必要であり、封入作業含め職員の負担が大きい 

  ●発送のための経費がかかる 

   【令和４年度実績】 

   発送数：2,279 通（多いときで月５００～６００件） 

   郵便料：191,436 円 

       

  課題の調査 

   Q：事前通知を発送している理由は？ 

    →督促状が発送されると滞納者に手数料１，０００円が付加されるため、それ以前の納付を 

     促すために市が独自に実施しているもの。法定の通知ではない。 

   Q：他市や他の債権での対応は？ 

    →同様の通知を発送しているケースは確認できず 

   Q：収納率への影響は？ 

    →事前通知で納める人は督促状が届けば納めると思われ、収納率への影響は小さいと 

     予測 

      通知書の発送を廃止   

改善後の成果 

  ●事前通知の作成が不要となり、職員の負担を軽減 

  ●郵送にかかる経費削減 

  その他、申請書の様式変更、郵便発送方法の変更 等を改善 
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（３）成果と課題             

成 果 

 【令和５年度】※取組初年度 

 〇７５０件以上の課題が各所属から提起され、見直しに向けた検討が行われた。 

 〇うち、約２５０件が「速やかに実施」または「令和６年度予算要求」へ 

 【令和６年度】 

 〇新たに約８０件の課題が提起され、６年度末時点の課題提起の件数は合計８３０件 

 〇うち、約３５０件について、改善済または課題の改善が進められている。 

課 題 

 ●「業務改善」に比べ、「行政サービス見直し」に係る課題の定期や見直しの検討が少ない 

  

（４）その他の行政改革の取組 

 〇在宅勤務の拡充 

  ・非常時等を問わず、月４回まで在宅勤務が可能に（私有端末から LG-WAN へリモート接続） 

 〇行政手続のオンライン化 

・電子申請システムを導入し、電子化された手続が増加 

  ・公共施設予約システムを更新し、予約～決済までオンラインで完結 

 〇窓口のワンストップ化 

  ・おくやみコーナーの設置（市公式 LINE または電話で予約可能） 

 〇決済のキャッシュレス化 

  ・市民課、税務課窓口でクレジット・電子マネー・バーコード決済に対応 

  ・今後、他窓口や施設等での取組を検討 
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◆主な質疑 

質問： 「セルフチェック」導入以前の評価方法及び変更点は。 

回答： 従前は、平成２２年度から３回にわたり事務事業全般を対象とした評価を実施。効率性・必

要性・有効性等の行革的視点、優先順位や行政が担うべき事業か等の政策的視点により各

所属が評価を行い、その結果をもとに、行革・財政・人事等によるヒアリングや幹部層を含め

た評価を行っていた。「セルフチェック」は従前の事務事業評価のような一律の観点による評

価ではなく、PDCA サイクルによる事務事業の改善を図る取組であり、各所属で日常的な検

証と改善に取り組み、自発的な行政サービスの成果向上と効率化を目指している。 

質問： 事務事業評価を４年に１度の評価サイクルとした理由は。 

回答： 事業の見直しには一定の期間が必要なため、１年間のスパンにしなかった。初めに４年間

での取組について計画を作成し、進捗を４年間で把握。外部との合意形成や段階的な縮小

を要するものなど、単年度では難しい大きな取組ができるようにした。 

質問： 評価には向かない事業もあると考えるが、評価対象とする事業の選定基準は。 

回答： 「セルフチェック」は各所属における日常的な検証と改善であり、基準はない。係を中心に、

実務を担っている職員による気づきや問題意識を契機とした課題を提起し、身近なところか

ら行政サービスや業務の検証・改善に前向きに取り組むものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 5 -



 

 

 

１．柏崎市について                                         

◆市 勢 

１）人 口   75,627 人  （令和 7 年 3 月 31 日現在） 

２）世帯数  34,565 世帯  （令和 7 年 3 月 31 日現在） 

３）面 積   442.02 ㎢ 

 

2．デジタル予算書について                                   

 

 

 

新潟県柏崎市    財務部 財政管理課 

デジタル予算書について 

- 6 -



 

          

令和３年２月１２日、「デジタル予算書」一般公開開始。※国内初の取組 
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デジタル予算書画面例（目的別の項目） 

 

目的別の項目（予算書）や重点事業の確認など、各メニューから知りたい情報を閲覧できる。 

 

デジタル予算書画面例（事業紹介画面） 

 

 

市総合計画の基本方針・施策との関連や、実際の事業内容の説明を写真やイラストと合わ

せ、一目で確認できる。 
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デジタル予算書画面例（財源情報） 

 

事業別に、過去の予算・決算と比較しながら、財源情報を把握できる。 

 

デジタル予算書画面例（事務事業評価） 

 

事務事業実績、評価の内容を集約して他の情報とともに確認できる。 
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◆主な質疑 

質問： デジタル予算書導入による、市民、市議会議員、職員等、立場毎のメリットとデメリットは。 

回答：【メリット】 

（市民） 

・紙の予算書には掲載していない、事業の概要や目的、重点事業の画像やイラスト、地図情

報や関連 HP URL などが追加され、事業の理解や関心が高まる。 

・予算科目や金額のほか、事業キーワードによる検索機能があり、様々な角度からより分か

りやすく情報を調べることができる。 

    （市議会議員） 

・当該年度の予算額、決算額のみならず、事業内容、財源内訳、総合計画における位置づ

け、予算額、決算額、不用額の過去からの推移等の把握が容易であり、効果的・効率的に

予算・決算の審査に臨むことができる。 

    （職員） 

    ・個々に管理されていた各年度の予算書・決算書等の情報を一元化することができる。 

    ・市民や市議会議員と同じデータを用いた議論・コミュニケーションが可能となる。 

    【デメリット】 

    （職員） 

    ・事務事業に係る情報の入力作業に時間を要する。 

    ・コスト（イニシャル、ランニング） 

質問： 市政情報を分かりやすく公開することは重要で、デジタル予算書はその目的を果たすため 

のツールと考えるが、導入による市民からの反響は。 

回答： ・紙の予算書では分からない情報を見ることができ、事業のイメージがしやすくなった。 

     ・検索機能があるため、目的の情報にアクセスしやすくなった。 
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質問： 年間の維持費、紙の予算書の取扱いについて。 

回答： 開発費用 約 3,000 万円。保守管理費用 約４００万円（年間）。紙の予算書も併用。 

質問： デジタル予算書の作成にあたり、膨大な作業量が発生していると思慮するが、職員の負担

を軽減するために工夫している点は。 

回答： ・財務会計における予算要求時のデータを取り込み、作業量を軽減している。 

     ・主要施策の作成とデジタル予算書の必要情報の入力を同時に行うことで、効率化を図る。 

質問： 高齢者など、パソコンを駆使して情報を集めることが困難な方への配慮は。 

 回答： 年に 1 回、4 月の広報で予算の特集を行っている。 

質問： 紙の文書と電子データに対する原本の位置づけは。 

回答： 印刷された予算書を原本として取り扱っている。 

質問： 作成スケジュールについて。 

回答： １０月頃の予算要求の時期に、同時並行でデジタル予算書の入力依頼を各課に行う。２月 

  に行われる新年度予算編成の市長記者会見の際、デジタル予算書をスクリーンに表示して

説明を行うため、それに向けて準備を行う。 決算については、７月初頭に前年度決算情報

のデジタル予算書への入力依頼を行い、9 月議会までが作業スケジュールとなる。 
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１．長岡市について                                         

◆市 勢 

１）人 口   253,871 人  （令和 7 年４月１日現在） 

２）世帯数  110,366 世帯 （令和 7 年４月１日現在） 

３）面 積   ８９１．０５ ㎢ 

 

 

２．農業 DX・スマートアグリについて                                   

 

 

 

新潟県長岡市  農林水産部 農水産政策課 

農業 DX・スマートアグリについて
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◆主な質疑 

質問： スマートアグリ推進事業補助金の利用実績及び利用した農業従事者への影響（導入した 

機器や技術の詳細、導入前と導入後の変化など）は。 

回答： 【実績】 

令和５年度 令和６年度 令和７年度（予定） 

１６事業者 ３５事業者 およそ３０事業者 

     【導入された技術】 

    ドローン２４件、自動操舵１７件、可変施肥５件、水管理システム３件、ラジコン草刈機２件 

     【導入による変化の事例（事業利用者からの意見）】 

    「自動操舵にしたため若手や女性従業員にトラクター操作を任せることができたため、代表

者は経営に集中することができるようになった。」 

    「ドローン防除により作業量が大幅に減ったため、次年度は約５ｈa 面積を増やせそうだ」 

    「水位センサーにより水管理にかかる時間が少なくなり、除草などに割く時間が確保できた」 

    「スマート機器を導入していない法人は、就農イベントで人気がないため実装できよかった」 

    「作業負荷が低くなり、労働環境が改善したため、従業員に喜ばれた」  など。 

質問： 一見した印象では、高齢化している農業従事者と農業ＤＸやスマートアグリとの親和性は 

低いように感じるが、導入時から現在にかけての既存の農業従事者や農協などの反応は。 

回答： スマート化の趣旨は、農業者の高齢化が進み数年内に手放される農地が多発する可能性 

が高いため、担い手経営体へスマートアグリ技術を導入することで省力化により生産性を向 

上させ、１経営体あたりが受容できる耕作面積の拡大に寄与すると考えている。 

     また、DX（データ活用）は、高齢の農業者には難しい部分があるが、ドローンやラジコン草 

刈機など、操縦系のものは年齢に関係なく使用できるため、スマート技術と高齢者の親和性 

が低いとは認識していない。 

     既存の農業者においては当初は情報不足により導入に消極的だったが、「スマートアグリ
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トライアル施設」を整備し、市内農業者等から活用してもらうことで、年々導入意向者が増 

加している。 

      農協においても、令和６年度にスマート農業導入支援事業の立ち上げや、営農指導への

スマートアグリ活用など、積極的にスマート化を図っていると聞いている。 

質問： センサーの貸出を受けて得られたデータは、農業経験がなくても活用できるのか。 

  回答： 機械自体は誰でも操作可能。水位センサーにより得られたデータによる管理方法につい

て、現在データ収集しマニュアルを作成中。 
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